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【 提 案 理 由 】 

 

追加議員案第１号は、新型コロナウイルス感染症対策の強化等を求める意見書の提出に

ついてであります。 

 

現在、新型コロナウイルスの感染が全国的に拡大しております。 

WHO（世界保健機関）においても、パンデミックを宣言し、本市においても対策本部を設置

し、国・県と連動した対策を講じるとともに、感染防止対策の徹底や、相談対応を含めた正

確な情報の発信等により感染拡大の防止に全力を上げて取り組んでいるところであります。 

国家的な危機に対し、国や地方自治体、医療関係者、事業者、そして国民が一丸となって

協力することが求められ、国民の命や健康を守ることを最優先に、感染拡大防止策並びに医

療体制の強化を図るとともに、総合的に迅速かつ的確で柔軟な対策の強化が必要であります。 

我々さくら市議会も、感染拡大対策に全力を尽くす決意でおります。 

よって、国、栃木県におかれても、新型コロナウイルス感染症対策の強化等を図るため、

次の事項について措置を講じられるよう強く要望するため、地方自治法第９９条の規定によ

り意見書を提出するものであります。 

  



新型コロナウイルス感染症対策の強化等を求める意見書（案） 

 

新型コロナウイルスの感染が全国的に拡大し、今や誰もがどこにいても感染の可能性があ

り、新たな段階に入っていると思われる。 

WHO（世界保健機関）においても、パンデミックを宣言した。 

連日、新たな感染が確認されるなど、事態の終息が見えない中で、国民の命や健康をはじ

め、生活や経済などに深刻な影響を及ぼすとともに、国民の不安が増大している。 

本市においても対策本部を設置し、国・県と連動した対策を講じるとともに、感染防止対

策の徹底や、相談対応を含めた正確な情報の発信等により感染拡大の防止に全力を上げて取

り組んでいるところであるが、未だかつて経験したことのない国家的な危機に対し、国や地

方自治体、医療関係者、事業者、そして国民が一丸となって協力することが求められ、国民

の命や健康を守ることを最優先に感染拡大防止策並びに医療体制の強化を図るとともに、総

合的に迅速かつ的確で柔軟な対策の強化が必要である。  

我々さくら市議会も、感染拡大対策に全力を尽くす決意である。 

よって、国、栃木県においても、新型コロナウイルス感染症対策の強化等を図るため、次

の事項について措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１．感染の早期終息を目指し、クラスター（集団）感染への対策・対応を強化するとともに、 

高齢者・障害者施設等の施設内感染対策など感染拡大防止策の強化・徹底を図ること。 

 

２．重症化防止のため、地方における検査及び医療体制の強化を図るとともに、感染者の増

加に備え、国民の生命を守るための医療提供体制の強化を図り、また早急にワクチン及び治

療薬の開発、治療法の確立をすること。 



 

３．国民並びに地方自治体など関係機関に対して、風評被害防止や個人情報保護にも配慮し、

感染状況などの情報提供、情報公開を行い、相談窓口の充実を図り、国民の不安解消に努め

ること。 

 

４．地域経済への影響を的確に把握するとともに、短中長期的それぞれに応じた経済対策を

講じること。 

 

５．地方自治体や医療機関が行う各種対策・対応への十分な財政措置を講じること。 

 

６．地方自治体の意見を聞き、感染状況など地域の実情に応じた対策を講じること。 

 

７．学校等の臨時休校等により生じた履修不足や出席日数また受験、入学などに不利益や不

平等が生じないよう必要な措置を講じると共に、健康や居場所の確保、いじめ対策や心のケ

アなどの対策・対応を講じること。 

 

８．学校等の臨時休校に伴う関係者の休職並びに経済的な負担に対する支援を講じること。 

 

９．学校等の臨時休校や各種行事・イベントの自粛要請などに伴う経済的な損失補償などを

講じること。 

 

10．政府が要請した自粛の解除にあたり、国が専門的に明確な判断基準を示し、国民に説明

すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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